
１．はじめに
問題意識

現在、日本では、低出生率を要因とした人
口減少が進行している。厚生労働省『人口動
態統計』によれば、１９６５年に全国で２．１４だっ
た合計特殊出生率は２００５年には１．２９にまで減
少している（図表１参照）。こうした合計特
殊出生率の低迷により、国内では人口減少社
会が到来している。国内における人口減少は
労働力の減少をもたらし、国内産業の競争力
に影響を与える。そのため、今後、人的資源
の確保という観点から、いかに国内産業の競争力を
保持していくかが、政策上および企業経営上の重要
な課題になると考えられる。

一方、日本の労働市場はいまだに男性青壮年層を
中心とした閉鎖的なものであるとの指摘がなされて
いる1。そのため、人的資源の確保という意味でも、
女性の社会進出を推進する必要がある。

以上の問題意識から、本論文では、日本企業にお
ける女性雇用の決定要因を明らかにする。具体的に
は、日本の中小機械工業における企業レベルのクロ

スセクション・データを用いて、女性従業員比率の
決定要因を計量的に分析・実証する。

本論文の貢献
本論文の貢献は以下のとおりである。
第一に、本計量分析では中小機械工業を対象とす

る。そのため、日本の機械工業の大部分を占める中
小企業を対象とした計量分析が可能になる2。第二
に、本論文では、各企業の女性従業員比率を決定す
る要因として、各企業の「業種」ないしは「必要と
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図表１ 国内の合計特殊出生率の推移
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２ 例えば、児玉〔２００４〕では中小企業を対象にした女性従業員比率に
関する研究の必要性が示されている。
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される技術」に着目している。本論文に関連した既
存研究では、例えば、『企業活動基本調査報告書』
における２桁の産業別のダミー変数をコントロール
変数として、計量モデルに組み込んでいる。この背
景には、「建設産業と製造業の間で、各企業の女性
従業員雇用への誘因が異なる」といった認識が存在
する。しかし、機械工業に対象を限定した場合、そ
うした大枠の産業間の差異よりも、むしろ、「鋳
造」や「加工」、「表面処理」および「組立」といっ
た、より詳細な業種や工程およびそこで必要とされ
る技術、作業内容が女性従業員比率に影響を及ぼし
ていると考えられるのである３。第三に、例えば、「大
型の設備機械を扱わざるをえないような作業現場」
の場合、直感的に女性従業員比率は下がると考えら
れる。本論文では、こうした「企業内の技術的な環
境」の代理変数も、計量モデルに組み込み分析して
いる。

以上をまとめると、中小機械工業を対象として、
当該企業内の技術的な基盤と女性従業員比率の関係
を計量的に実証することが本論文の主たる貢献だと
言える。

２．既存研究
女性従業員比率に関連した計量分析を行っている

既存研究を概観する。元来、女性従業員比率は女性
差別という観点から、捉えられてきた。すなわち、
「労働市場において、女性差別が存在するならば、
女性従業員は自身の限界生産性よりも低い賃金を得
ることになる。そのため、女性従業員比率の高い企
業は限界生産性が同等で女性従業員比率が低い企業
よりも高い利潤を獲得できる」というものである。
こうしたいわゆる「雇用者差別仮説」を分析するた
めに、女性従業員比率を用いた多くの実証研究が行
われてきたのである。よって、多くの既存研究が「男
女の賃金格差」や「女性従業員比率と企業の利潤
率」に着目している4。

その中でも代表的な論文が、Hellerstein et al
（２００３）である。Hellerstein et al（２００３）は米国

の大規模な事業所データを用いて、女性従業員比率
と各企業の利潤率の間に正の関係を見出している。
加えて、市場支配力を有する企業が女性従業員比率
を抑制し、高利潤を得ていることも計量的に実証し
ている。

しかし、幾つかの既存研究は、そうした男女間の
賃金格差や企業の利潤率に加えて、企業の性質と女
性従業員比率の検証も行っている。この背景には、
「女性が選好する労働パターンを提供したり、労働
スキルを必要としたりする企業に女性が集まる」と
いう考え方・仮説が存在する。もし、こうした関係
が実証されれば女性従業員と女性従業員比率の高い
企業の間には、差別だけではなく互恵的な関係が生
じているとも言えるのである。

Carrington and Troske（１９９３）は、米国の Char-
acteristic of Business Owners Survey を用いて、
中小企業における経営者の属性（性別、学歴）と当
該企業の女性従業員比率の関係を、Ordered Probit
Model を用いて実証している。その結果、「賃金の
低い企業が女性を多く雇用している」ことや「男性
経営者は女性経営者に比べて、女性を雇用しない」
ことから女性差別の存在を指摘している。しかし、
その一方、産業別のダミー変数が女性従業員の比率
に有意に関係していることや、学歴の低い経営者よ
りも、学歴の高い経営者が女性従業員を多く雇うこ
とから「女性が得手とするスキルや職業」の可能性
にも触れている。

Reilly and Wirjanto（１９９９）では、８６の企業を対
象に、女性従業員比率の決定要因を OLS および
Two-Limit Tobit model を用いて計量的に実証して
いる。この背景には、「育児休暇などに柔軟に対応
してくれる企業が結果的に女性に選好されている」
という仮説が存在する。実際、Reilly and Wirjanto
（１９９９）では女性従業員比率と一年を通じた雇用者
数の変化（学校の夏期休暇時とそれ以外のときの雇
用者数）が有意に相関していると報告している。ま
た、女性が選好する職種があるという仮説に立脚し、
各企業内の特定の職種（サービスなど）の割合が女
性従業員比率に影響していることも報告している。

さらに、Reilly et al（２００６）では、スペインの４６０の
企業を対象に、女性従業員比率の決定要因を Two-
Limit Tobit Model を用いて分析している。そこで
は、「産業」や「企業が立地する地域」といった変

３ 例えば、鋳造企業、組立企業の中でも電機機械産業に属する企業と
輸送機械産業に属する企業がある。本稿では、このようにある特定の
技術とそれに関わる企業が複数の産業を横断しているという視点が必
要だと考える。
４ これらの既存研究を幅広く概観した既存研究として、Altonji,J and
Blank,M（１９９９）を参照。
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数とともに、企業の人的資本投資の多寡が女性従業
員比率に影響を与えていることが示されている。

日本では以下の既存研究が存在する。坂爪
〔２００２〕は、「ファミリー・フレンドリー施策」が
女性の離職率を低下させることを示している。川口
〔２００３〕では、企業活動基本調査報告書のパネルデ
ータ（従業員数５０人以上、資本金３千万円以上の企
業）を用いた分析を行っている。具体的には、川口
〔２００３〕は、Fixed Effect Model を用いて、各企業
の異質性を固定効果としてコントロールしている。
その上で、女性従業員比率と利益率の間に正の有意
な相関関係を見出している。一方、企業間の異質性
そのものには具体的な分析がなされていない。

経済産業省男女共同参画研究会〔２００３〕では、川
口〔２００３〕の成果などを受け、各企業の女性従業員
比率の決定要因を詳細に検証している。そこでは、
上述の企業の異質性として、「経営者の意識・社風
や人事・労務管理の仕組」を挙げ、分析対象として
いる。具体的には、「男女勤続年数格差が小さい」、
「結婚・出産が理由で退職した女性を再雇用する制
度がある」といった人事制度が有意な変数として観
察されている。

直近では、松繁〔２００７〕が、国内の医薬品製造業
５００社を対象とした『雇用管理実態調査』とそこか
ら抽出された企業１２０社の従業員５０００人を対象とし
た『従業員意識調査』をマッチングさせたデータを
用いて、企業のファミリー・フレンドリー施策と女
性雇用に関する企業行動の関係を CSA で分析して
いる。それらの分析結果の中で、松繁〔２００７〕は「フ
ァミリー・フレンドリー施策の充実には費用が伴う。
よって、そうした負担をさけるために企業は女性の
雇用を控える」が「女性従業員比率が高い企業にお
いてはファミリー・フレンドリー施策が充実してい

る」という二つの因果関係が混在していることを示
している。

以上、企業の女性従業員比率における主要な既存
研究を紹介した。既存研究は、その多くがいわゆる
「雇用者差別仮説」を出発点として、女性従業員比
率を実証分析に用いている。本稿では、既存研究で
産業レベルのダミー変数や固定効果としてコントロ
ールされてきた企業の技術的な異質性に着目する。
すなわち、企業の固有の生産技術がどのように女性
従業員比率に影響を与えているかを、対象を機械工
業に限定することで分析する。加えて、企業活動基
本調査報告書を用いた既存研究では対象外だった中
小機械工業をデータとして用いる。

なお、機械工業における女性従業員比率を決定す
る要因として「生産技術」に着目することの妥当性
は個別企業の具体的な事例からも伺える。本稿では、
以下の精密金型企業 A 社の事例を示すことで「生
産技術」や「作業内容」、「技術環境」に着目するこ
との妥当性を明瞭にする。

３．精密金型企業A社の事例と考察5
A社の事例

A 社は中部地方に立地する精密金型企業である
（従業員約９０人）。同社は精密金型の製作に関し、
非常に高い技術力を有している企業である。A 社
における人材活用の特徴の一つとして、「積極的な
女性人材の活用」がある。実際、A 社の従業員約
９０人中、３０人以上が女性従業員（含パート従業員）
である。金型産業では一般的に「仕上工程や磨き工

図表２ 主な既存研究

５ 本事例は、筆者が（財）機械振興協会経済研究所平成１８年度調査研究
事業「２００７年問題・人口減少社会に向けた機械情報産業の積極的対応
策に関する調査研究」において行った聞き取り調査（平成１８年９月実
施）に基づいたものである（詳細は（財）機械振興協会経済研究所
〔２００７〕，pp．１３６‐１３８参照）。
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程に女性技術者が多い」とされている。しかし、同
社では多くの女性技術者が設計や加工の工程に従事
している。これには、同社が生産する金型が「小さ
く、軽い精密金型であること」が関係している。同
社は、「女性技術者は男性技術者よりも生産品を丁
寧に扱う」とし、かつ「男性技術者に比べて、女性
技術者は安全教育を遵守する」と評価している。実
際、A 社で女性技術者を積極的に活用し始めて以
降、事故の発生件数が減少している。

３－４年前までは、A 社でも事務や経理に女性
人材が二人いるだけだった。しかし、同社社長が「金
型製作は男性人材が中心である」という既成概念に
疑問を感じ、女性人材を二人、金型の生産工程に配
置した。その結果、その二人の女性技術者が成果を
挙げたことで、その後の同社における女性人材活用
の礎が築かれたのである。

A 社では女性人材活用に際し、例えば「工作機
械にカバー類をかけ、むき出しにしない」といった
配慮をしている。また、同社は育児休暇も完備して
いる。さらに、女性技術者に提示された意見を参考
に様々な施策を行っている。実際、ある女性パート
従業員が「見慣れない工作機械の制御板は怖くて触
れない」という意見を提示した。そのため、同社で
は工作機械の標準化を推進している。

事例の考察
以上が、筆者が聞き取り調査を行った A 社の事

例である。当該事例を見ることで、「精密金型など
生産する金型の種類によって、企業内の女性従業員
の比率が異なること」や「『女性従業員は生産品を
より丁寧に扱う』といったスキルの特質」が浮かび
上がってくる。実際、「丁寧であること」が必要と
される「品質管理」や「測定技術」といった工程に
女性従業員が多く従事していることは各種の聞き取
り調査においても報告されている６。また、「工作機
械への処置」といった作業環境が女性従業員比率に
影響を与えることも示唆されている。

もちろん、こうした事項は個別企業の事例から得
た知見に過ぎず、早急に一般化することには困難が
伴う。そのため、次節以降に示すように、国内中小
機械工業のクロスセクション・データを用いて、計

量的な分析を実施する。

４．データ
データソース

本稿のデータソースは（財）いわて産業振興センタ
ーが発行した『いわて企業ガイド２００５』である。当
該資料には、岩手県全域の中小企業の従業員（男
女）と資本金などの財務データおよび建物面積や保
有する設備の概要が掲載されている。そのため、単
年度のクロスセクション・データということになる。
また、各企業は「鋳造」、「鉄骨・製缶」、「板金」、「プ
レス加工・金型」、「樹脂」、「表面処理」、「レンズ・
ガラス加工」および「組立」に区分されている。『い
わて企業ガイド２００５』は、掲載企業への県内外企業
からの発注を促進するために作られたものである。
このように、企業にとっては商業的な誘因が存在す
るため、これらの業種区分は信頼性がおけるもので
ある。また、企業の大半は中小企業である７。よっ
て、各企業が上記の業種区分を超えて、過度に多角
化しているとも考えにくい。以上より、これらの業
種区分を、各企業が属する業種や得意とする技術・
工程を示す変数として扱うことに妥当性はあると言
えるだろう。加えて、岩手県内の企業のみを対象と
することで、既存研究で報告された企業立地の影響
をコントロールすることもできると言える。

対象企業の概観
対象企業を概観する。『いわて企業ガイド２００５』

には、合計１，１２５社が登録している。そのうち、男
女の従業員数などを掲載している機械工業関連の企
業は４２７社になる。本論文ではこれらの企業を対象
とする。

対象となる企業の企業規模（従業員数の対数値）
の分布は以下のようになる。

対象企業の企業規模分布の正規性は Skewness-
Kurtosis Test,Shapiro-Wilk W test および Shapiro-
Francia W’ test のいずれの検定でも保証されてい
る。そのため、当該企業をデータとして用いること
は、統計的にも意味があると言えるだろう。

各企業の業種区分は以下の図表３のようになる。

６ 例えば、山本〔２００７〕，pp．１２７‐１２９参照。

７ 従業員数の最大値は４７２人である。米国などでは従業員数５００人以下
の企業を中堅中小企業（SMEs : Small and Medium-Sized Enter-
prises）としている。そのため、全ての企業を少なくとも中堅中小企
業としてよいと考える。
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全体のうち、最も割合が多いのが、機械加工で３３％
を占める。以下、組立（１７．３％）、樹脂（１１．５％）、
鉄骨・製缶（９．４％）、板金（７．５％）、鋳造（６．３％）、
表面処理（５．９％）、レンズ・ガラス加工（２．６％）
である。

各業種はさらに細かく区分されている。例えば、
鋳造に区分される企業は鉄や非鉄、ダイカスト関連
の鋳造にさらに区分される。また、表面処理はめっ
き、塗装および熱処理・研磨に区分される。ただ、
サンプルサイズの関係もあり、本論文では図表４で
示した業種区分に則ることにする。

５．変数
従属変数

従属変数として、女性従業員比率を用いる。
当該変数の値は、女性従業員数を全従業員数
で除したものである。また、全体の女性従業
員比率の平均は３１．７％である。

独立変数
まず、企業の属性をコントロールするため

に、企業規模と企業年齢を独立変数に加える。
企業規模は上述したように従業員数の対数値
を用いる。また、企業年齢は２００５年を基準と
して、創業年からの経過年数に１年足したも
のを用いる。さらに、本論文では、企業の技
術的な内部環境を示す代理変数として、各企

業における一人当たりの建物面積を用いる。対象と
なる企業は全て、当該地域で生産活動を行っており
工場を有している。そのため、一人当たりの建物面
積が大きいということは、それだけ、設備機械の占
める面積が大きいと解釈できるだろう。言い換える
と、一人当たりの建物面積が大きい場合、当該企業
の従業員は企業内で大型の設備機械を利用している
ということである。同様に、一人当たりの建物面積
が小さいということは、企業内で小型の設備機械を
利用しているということである。また、一人当たり
の建物面積が大きいということは、それだけ当該企

業内の作業の多くが設備機械に代替されてい
るという解釈も可能である。

最後に、鋳造、鉄骨・製缶、機械加工、板
金、プレス加工・金型、樹脂、表面処理、レ
ンズ・ガラス加工および組立の各業種を、表
面処理を基準として、ダミー変数とする。
（変数の基本統計量と相関行列は巻末図表５
及び６参照）

６．分析方法
分析方法として、最初に、OLS を用いる。

当該データはクロスセクション・データであ
る。そのため、不均一分散の検定が重要にな
る。加えて、不均一分散が検出された場合に
頑健的な標準誤差を用いる。さらに、VIF
や Ramsey Reset Test といった各種の検定
を施す。

図表３ 企業規模のヒストグラム

図表４ 対象企業の業種割合
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また、女性従業員比率は０から１までの値しかと
らない。そのため、Reilly and Wirjanto（１９９９）や
Reilly et al（２００６）が行っているように、Two-Limit
Tobit model による推定を行い、OLS の結果と比較
検討する。（女性従業員比率の分布は図表７参照）

７．推計結果
OLS

巻末図表８では、OLS による推定結果を示して
いる。OLS で推定を行った際（OLS１）、Breusch-
Pagan Test により不均一分散が検出された。その
ため、ここでは不均一分散に対して、頑健的な標準
誤差を用いた OLS 推定を行っている（OLS２）。

まず、企業の基本属性をコントロールする企業規
模と企業年齢に関しては、前者が１０％水準で有意な
負の関係を女性従業員比率に有している。しかし、
企業年齢に関しては、P 値が低く、有意な関係が棄
却されている。さらに、一人当たりの建物面積と女
性従業員比率の間には非常に強い負の相関関係があ
ることがわかる。

各業種別のダミー変数と女性従業員比率に関して
は、以下のような結果になった。OLS２の推定結果
では鉄骨・製缶、機械加工といった業種に属する企
業は女性従業員比率が低くなっている（OLS１では
鋳造や板金にも同様の関係が示されている）。一方、
レンズ・ガラス加工や組立という業種に属する企業
では、女性従業員比率が有意に高くなっている。

次に、幾つかの検定結果を見てみる。クロスセク
ション・データで OLS 推定を行う場合、上述した

不均一分散の他に多重共線性および特定化の
誤りなどが問題になる。巻末図表８に示され
ているように、多重共線性（VIF）には問題
がない。しかし、Ramsey Reset Test によ
ると、５％水準で特定化の誤りがあることが
検出されている。

Two-Limit Tobit Model
巻末図表９から Two-Limit Tobit Model

で推定した結果を見る。推定結果は OLS２
とほぼ同じである。企業の基本属性のコント
ロール変数である企業規模や企業年齢と女性
従業員比率の関係は OLS２の結果と同様で
ある

さらに、一人当たり建物面積が女性従業員比率と
有意な負の相関関係にあることも一致している。業
種別のダミー変数では前述した鉄骨・製缶、機械加
工に加えて、鋳造や板金といった業種が１０％水準で
はあるが女性従業員比率と負の相関関係にあること
が示されている。このように Two-Limit Tobit モデ
ルでも業種が女性従業員比率と相関関係を有するこ
とが示されている。

なお、Two-Limit Tobit モデルに関しては、Link
Test の結果、予測値の二乗項の P 値が０．１３４になっ
た。そのため、当該モデルの特定化に誤りがないこ
とが確認される。加えて、補論で観察したように（幾
つかの差異はあるが）図表８及び９で示された結果
や符合は頑健性の高いものだとも言える。

８．結果の解釈とむすび
本計量分析の結果は、総じて、「より重く、より

大型の設備機械を用いる作業現場には女性従業員が
いない」という傾向を示している。また、「より精
密な作業が必要とされる作業現場」には女性従業員
が多くいることも示している。さらに本計量分析の
結果は当該企業内で機械による自動化ができない部
分を女性従業員が担っているという解釈も可能であ
ることを付記する必要がある。

以上の解釈に立脚すれば、例えば、金型の種類は
精密金型から大物金型まで幅広い。そのため、プレ
ス加工・金型ダミーが有意に女性従業員比率と相関
しなかった、と解釈することも可能である。しかし、
女性従業員比率と業種や技術に関する詳細な因果関

図表７ 女性従業員比率のヒストグラム
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係の議論は各企業レベルの分析を踏まえる必
要がある。更には、日本の教育システムや社
会風土に対する知見を踏まえる必要もあるか
もしれない。よって、本論文では踏み込まな
い。ただ、本論文の分析結果より、機械工業
への女性の進出を論じる際には「『詳細な業
種』や『工程』、『作業環境・内容』およびそ
こで用いられる『技術』を視点とすることが
重要である」ということは言えるだろう。す
なわち、機械工業における人材の問題は各企
業の工程や作業、技術に依拠する部分が大き
いと推測できるのである。そのため、国内機
械工業に女性従業員の進出を促すためには上
記に関する施策（例えば、工程改善など）を
積極的に推進する必要があると言える。

９．補論
本稿４節で示したデータセットは「岩手県

という限定された地域のデータ」であり、計
量分析で用いることを意図して収集されたも
のではない。よって、本節では本論とは異な
るデータセットに本論で示した計量モデルを
適用し、本稿で示した分析結果の頑健性を確
認する。

ここで用いるデータセットは（財）みやぎ産
業振興機構が発刊した「みやぎ企業年鑑」で
ある。これは『いわて企業ガイド２００５』と同
様に宮城県企業への県内外企業からの発注を
促進するために作られたものである。ただし、業種
区分は『いわて企業ガイド２００５』とは若干異なり、
「製缶」、「鋳造その他（鋳造、鍛造、ダイカスト）」、
「プレス」、「機械加工（一般機械加工、自動盤、自
動機専用機、ネジ・バネ・歯車）」、「金型・治具」、
「樹脂（樹脂成形・樹脂切断）」、「表面処理」、「組
立（基盤組立、捲線、ワイヤーハーネス、ユニット
組立、電気機器組立）」といったかたちで整理されて
いる。また、掲載されている企業数も少なく、各種
の欠損値を除いた上でのサンプル数は１９９と本論の
半分以下にとどまっている。

対象となる企業の企業規模（従業員数の対数値）
と女性従業員比率の分布は以下のようになる。対象
企業の企業規模分布の正規性は Shapiro-Francia W’
test で保証されている。よって、対象企業を計量分

析の対象とすることは統計的に妥当である。
各企業の業種区分は以下の補論図表３のようにな

る。全体のうち、最も割合が多いのが本論と同様で
機械加工の２８．６％を占める。以下、組立（２２．１％）、
鉄骨・製缶（１２．１％）、金型・治具（１１．１％）、樹脂
（８．５％）、板金（５．０％）、表面処理（５．０％）、鋳造
その他（３．０％）である。以上のように対象企業の
業種構成は本論と多少異なる。

補論２．変数
本論の計量分析結果の頑健性を示すことが補論の

目的である。そのため、従属変数及び独立変数は以
下のように本論に則る。

従属変数

補論図表１ 企業規模のヒストグラム

補論図表２ 女性従業員比率のヒストグラム
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女性従業員比率を用いる（女性従業員数を全従業
員数で除したもの）。全体の女性従業員比率の平均
は３１．７％である。

独立変数
企業属性のコントロール変数として企業規模（従

業員数の対数値）と企業年齢（２００６年8 を基準とし
て、創業年からの経過年数に１年足したもの）を用
いる。また、本論の分析結果で有意な変数として示
された各企業における一人当たりの建物面積を用い
る。

加えて「製缶」、「鋳造」、「プレス」、「金型・治
具」、「加工（一般機械加工）」、「組立」、「表面処理」、
「樹脂」の各業種を、プレスを基準として、ダミー
変数とする。（変数の基本統計量と相関行列は巻末
補論図表４及び５参照）。

補論３．分析方法
分析方法としては、本論と同様に OLS 及び Two

-Limit Tobit モデルを用いる。また、補論で用いら
れているデータもクロスセクション・データである
ため、不均一分散の検定や VIF や Ramsey Reset
Test といった各種の検定を施す。

補論４．推計結果
OLS

巻末補論図表６では OLS 及び Two-Limit Tobit
モデルによる推定結果と Breusch-Pagan Test、VIF
および Ramsey Reset Test、Link Test の結果を示

している。これらの検定の結果は本論とほぼ同じで
ある。まず Breusch-Pagan Test の結果、不均一分
散が検出された。一方、VIF、Ramsey Reset Test
の値を見ると本モデルに多重共線性及び Omitted
Variables の問題がないという結果が示されている
ことがわかる。これらの検定の結果を受け、不均一
分散に対して、頑健的な標準誤差を用いた OLS 推
定を行った（OLS２）。

その結果、企業規模に関しては OLS１及び OLS
２ともに１％水準で有意な負の関係があることがわ
かる。一方、企業年齢に関しては有意な相関関係が
棄却されている。これは本論の結果と整合する。

加えて、一人当たりの建物面積と女性従業員比率
の間には強い負の相関関係が本モデルでも示されて
いることがわかる（１％水準で有意な負の相関関
係）。

各業種別のダミー変数と女性従業員比率に関して
は以下のような結果になった。OLS１及び OLS２
の推定結果では鉄骨・製缶、金型、機械加工といっ
た業種に属する企業は１％水準で有意に女性従業員
比率が低くなっている。一方、組立に属する企業で
は、１％水準で有意に女性従業員比率が高くなって
いることが示されている。

次に、補論図表６から Two-Limit Tobit Model
で推定した結果を見る。推定結果は OLS１及び OLS
２とほぼ同じである。企業の基本属性のコントロー
ル変数である企業規模や企業年齢と女性従業員比率
の関係は OLS２の結果と同様である。さらに、一
人当たり建物面積が女性従業員比率と有意な負の相
関関係にあることも一致している。

業種別のダミー変数も同様で鉄骨・製缶、機械加
工、金型といった業種が１％水準で女性従業員比率
と負の相関関係にあることが示されている。また、
組立では１％水準で有意に女性従業員比率が高くな
っている。このように Two-Limit Tobit モデルでも
各業種ダミーが女性従業員比率と相関関係を有する
ことが示されている。

なお、Two-Limit Tobit モデルに関しても Link
Test による予測値の二乗項の P 値が０．１３４になった。
そのため、当該モデルの特定化に誤りがないことが
確認される。

以上のように補論の分析結果はおおむね本論の結
果を支持するものだった。一方、業種によっては幾

補論図表３ 対象企業の業種割合

８ 『みやぎ企業名鑑』は２００６年に発行されている。
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つか本論と補論で異なる推定結果が生じてい
る。これは、各データセットの業種区分の違
い（例えば、金型は、本論では「金型・プレ
ス」に分類され、補論では「金型・冶具」に
分類されている）に起因すると考えられる。
その一方で、本論と補論ともに符合の向きが
同一で有意になっている変数もあるため、業
種が女性従業員比率の決定要因であることは
頑健的だと言うことができるだろう。また、
一人当たり建物面積と女性従業員比率は補論
と本論ともに強い負の相関関係があることが
示されている。そのため、「工場内の環境が
女性従業員比率に強い影響を与えている」と
いう仮説は頑健的に支持されていると言える
（補論図表７も参照）。

以上より、本稿で示した計量分析の結果は頑健的
であると結論付ける。

補論図表７ 一人当たり建物面積と女性従業員比率の関係
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図表５ 変数の基本統計量

図表６ 変数の相関行列
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図表８ 推計結果１：OLS
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図表９ 推計結果２：Two-Limit Tobit Model

機械経済研究 No.3938



補論図表４ 変数の基本統計量
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補論図表５ 変数の相関行列
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補論図表６ 推計結果：OLS, Two-Limit Tobit
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